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ＧＩＧＡスクール構想の対応について 
 

 

１ ＩＣＴ環境整備の実態 
 

⑴ 教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018（H30）～2022（R4）年度） 
新学習指導要領においては、情報活用能力が、言語能力、問題発見・解決能力等と同様に「学習の基盤

となる資質・能力」と位置付けられ、小学校においては、プログラミング教育が必修化されるなど、今後

の学習活動において、積極的にＩＣＴを活用することが想定されています。 

このため、文部科学省では、新学習指導要領の実施を見据え「2018年度以降の学校におけるＩＣＴ環境

の整備方針」を取りまとめるとともに、当該整備方針を踏まえ「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年

計画（2018〜2022 年度）」を策定しました。また、このために必要な経費については、2018〜2022 年度ま

で単年度 1,805 億円の地方財政措置（地方交付税）を講じることとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （ＧＩＧＡスクール構想前） 

 

 

 

 

 

 

 
                           （豊川市の現状） （R1 ﾓﾃﾞﾙ校整備） （R4年度目標） （GIGA ｽｸｰﾙ構想） 

 

 ⑶ 学校のＩＣＴ環境整備の現状 
学校のＩＣＴ環境整備状況は脆弱であるとともに、地域間での整備状況の格差が大きい危機的状況 

 
文部科学省実態調査（令和 2年 3 月 1日現在） 全国平均 愛知県平均 豊川市 

教育⽤コンピュータ１台当たりの児童⽣徒数 

（⽬標：3クラスに 1クラス分程度） 
4.9⼈/台 6.6⼈/台 11.9⼈/台 

普通教室の無線 LAN 整備率（⽬標：100％） 48.9％ 40.6％ 0.0％ 

普通教室の校内 LAN 整備率（⽬標：100％） 91.4％ 95.8％ 100.0％ 

インターネット接続率（100Mbps 以上） 79.2％ 89.1％ 0.0％ 

インターネット接続率（30Mbps以上） 96.6％ 99.6％ 100.0％ 

普通教室の⼤型提⽰装置整備率（⽬標：100％） 60.0％ 57.0％ 100.0％ 

統合型校務⽀援システム整備率（⽬標:100％） 64.8％ 96.4％ 100.0％ 

    ※その他の整備状況（豊川市）：指導者用 CP100％、普通教室大型提示装置 100％、校務支援ｼｽﾃﾑ 100％、ICT 支援員 36 校に 1 人 

⑵ 全国の学校における ICT 環境整備のステップ（イメージ） 
「2020年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」（文部科学省） 

において、早急に Stage３（３ｸﾗｽに 1 ｸﾗｽ分程度）の 

環境整備が必要であるとされました。 

資料１ 令和３年２月２２日 
（豊川市総合教育会議） 
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２ ＩＣＴ活用の実態 
 

 ⑴ 学校におけるＩＣＴ利活用の状況 
学校の授業におけるデジタル機器の使用時間はＯＥＣＤ加盟国で最下位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 学校外におけるＩＣＴ利活用の状況 
学校外でのＩＣＴ利用は、学習面ではＯＥＣＤ平均以下、学習外ではＯＥＣＤ平均以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学習面） （学習外） 

（日本） 
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３ ＧＩＧＡスクール構想 
 

⑴ 国の動き 
 

  ① 令和元年 10月 10 日 衆議院予算委員会 萩生田文部科学大臣答弁 
平成の時代はパソコンやタブレットは学校にあったらいいなという教材でしたけれども、いよい

よ令和の時代はですね、なくてはならない教材として、しっかりＩＣＴ環境の実現を図ってまいり

たい。 
 

  ② 令和元年 11月 13 日 経済財政諮問会議 安倍議長発言 
パソコンが１人当たり１台となることが当然だということを、やはり国家意思として明確に示す

ことが重要。 
 

  ③ 令和元年 12月 5 日 安心と成長の未来を拓く総合経済対策（閣議決定） 
学校における高速大容量のネットワーク環境(校内ＬＡＮ)の整備を推進するとともに、特に、義

務教育段階において、令和５年度までに、全学年の児童生徒一人一人がそれぞれ端末を持ち、十分

に活用できる環境の実現を目指すこととし、事業を実施する地方公共団体に対し、国として継続的

に財源を確保し、必要な支援を講ずることとする → GIGA ｽｸｰﾙ構想 

 

⑵ ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた環境整備 
 

①  ＧＩＧＡスクール構想の実現（令和元年度補正予算額 2,318 憶円） 
 

 目的：Society5.0時代を生きる子供たちにとって、教育におけるＩＣＴを基盤とした先端技術等の効

果的な活用が求められる一方で、現在の学校ＩＣＴ環境の整備は遅れており、自治体間の格差も

大きい。令和時代のスタンダードな学校像として、全国一律のＩＣＴ環境が急務となっている。

このため、1 人 1 台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するとともに、並行

してクラウド活用推進、ＩＣＴ機器の整備調達体制の構築、利活用優良事例の普及、利活用のＰ

ＤＣＡサイクル徹底等を進めることで、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個

別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる。 
 

事業概要： 

〇 校内通信ネットワークの整備（1,296 憶円） 補助率：1/2、地方債 100％（交付税算入 60％） 

希望する全ての小・中・特支・高等学校等における校内（無線）ＬＡＮを整備 

加えて、小・中・特支等に電源キャビネットを整備 
 

〇 児童生徒１人１台端末の整備（1,022 憶円） 補助率：定額（上限 4.5 万円） 

国公私立の小・中・特支等の児童生徒が使用する PC 端末を整備（小 5・6、中 1） 

      ※補助対象は令和元年 5月 1 日現在の児童生徒数の 2/3 

 

  ② ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障（令和 2 年度補正予算額 2,292 憶円） 
 
   目的：「１人１台端末」の早期実現や、家庭でも繋がる通信環境の整備など、「ＧＩＧＡスクール構想」

におけるハード・ソフト・人材を一体とした整備を加速することで、災害や感染症の発生等に

よる学校の臨時休業等の緊急時においても、ＩＣＴの活用により全ての子供たちの学びを保障

できる環境を早急に実現させる。 
 

事業概要： 

〇 「１人１台端末」の早期実現（1,951 億円） 補助率：定額（上限 4.5 万円） 

令和 5 年度に達成するとされている端末整備の前倒しを支援 

令和元年度補正措置済（小 5,6､中 1）に加え、残りの中 2・3、小 1～4 すべてを措置 
 

〇 学校ネットワーク環境の全校整備（71 億円） 補助率：1/2 

整備が可能となる未光地域や Wi-Fi整備を希望し、令和元年度補正に計上していなかった学校

ネットワーク環境の整備を支援 
 

○ 家庭学習のための通信機器整備支援（147 億円） 補助率：定額（上限 1 万円） 

Wi-Fi 環境が整っていない家庭に対する貸与等を目的として自治体が行う LTE 通信環境（モバ

イルルータ）の整備を支援 
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○ 学校からの遠隔学習機能の強化（6億円） 補助率：1/2（上限 3.5 万円） 

臨時休業等の緊急時に学校と児童生徒がやりとりを円滑に行うため、学校側が使用するカメラ

やマイクなどの通信装置等の整備を支援 
 

〇 ＧＩＧＡスクールサポーターの配置（105 億円） 補助率：1/2 

急速な学校 ICT 化を進める自治体等を支援するため、ICT 関係企業 OB など ICT 技術者の配置

経費を支援 
 

〇 障害のある児童生徒のための入出力支援装置整備（11 億円） 補助率：定額（予算内で配分） 

視覚や聴覚、身体等に障害のある児童生徒が、端末の使用にあたって必要となる障害に対応し

た入出力支援装置の整備を支援 
 

○「学びの保障」オンライン学習システムの導入（1億円） 実施主体：文部科学省 

学校や家庭において端末を用いて学習・アセスメントが可能なプラットフォームの導入に向け

た調査研究 

 

⑶ 豊川市の対応状況 
 

  ① ハード整備 
 

○ 通信ネットワーク（無線ＬＡＮ＋電源キャビネット） 

・校内無線ＬＡＮ及び電源キャビネットの整備はプロポーザル（企画・提案）方式にて業者選定、

敷設作業は 10 月から 2月で、3 月から試験運用を開始予定（補助対象） 

・無線ＬＡＮは行政系の地域イントラネットから分離し、新たな教育ネットワーク(１Gbps 光回

線＋セキュリティ対策)を 3 月までに構築予定（補助対象外） 
 

○ 児童生徒１人１台端末（小学校 iPad、中学校 Windows） 

・小 5・6､中 1＋(教員用)を想定した端末約 6,000 台（補助対象約 3,550 台）は令和 2 年度中に

整備予定（教員用を除く 2/3 台が補助対象） 

・中 2・3、小 1～4 を想定した端末約 10,400 台（補助対象約 6,950台）のうち、補助対象分は令

和 2 年度中、補助対象外は令和３年 7 月までに整備予定（2/3 台が補助対象） 
 

○ 遠隔学習機能の強化 

・学校が使用する Web ｶﾒﾗ（ｶﾒﾗ、ﾏｲｸ、ｽﾋﾟｰｶ一体型）を令和 2 年度中に整備予定（補助対象） 
 

○ 家庭学習のための通信機器（貸出用モバイルルータ） 

・モバイルルータ本体の整備は補助対象となるが、通信費は補助対象外のため、通信費の負担や

契約期間など、通信契約上の課題整理が必要 
 

○ 障害のある児童生徒のための入出力支援装置 

・障害の程度によって必要な装置や機器の調整などが異なってくるため、汎用的な機器の整備は

行わず、今後、必要に応じて対応を行っていく（補助対象だが見送り） 

 

  ② ソフト整備 
 

○ 授業支援ソフト 

・授業中に教材や課題等の一斉送信や回収が可能となる双方向型の授業支援ソフトを令和３年度

２学期から導入予定（補助対象外） 
 

○ 学習支援ソフト 

・各人の学習履歴が自動記録されることで学習状況に応じた個別学習が可能となるデジタルドリ

ルを令和３年度２学期から導入予定（補助対象外） 

 

  ③ 人的体制整備 
 

○ ＧＩＧＡスクールサポーター 

・ＩＣＴ環境整備の初期対応を行うもので、直接雇用のほか、個別作業ごとの業務委託も対象と

なることから、本格導入前の端末等利用マニュアルの作成や教員向け集合研修、大量導入され

る端末の備品登録作業等の業務委託を予定（補助対象） 
 

○ ＩＣＴ(教育)支援員 

・日常的な教員のＩＣＴ活用を支援するもので、現在 1 名配置のところ、国の基準である４校に

1 人を目標に増員を予定（補助対象外） 
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４ 今後のＩＣＴ活用の方向性 
 

⑴ ＧＩＧＡスクール構想で目指す環境整備のイメージ 
○ 「１人１台端末」・「高速大容量の通信ネットワーク」・「クラウド活用」がＧＩＧＡスクール構想に

おける環境整備の大きな方向性 

 

【図１】令和時代のスタンダードとしての学校ＩＣＴ環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】従来型ＩＣＴ環境整備との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図３】クラウド活用に向けた環境整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② 

③ 

④ 

⑤ 

※①学校だけでなく、②遠隔（オンライン）
教育、③児童生徒の家庭学習、④教員の
テレワークなどでの活用も想定 

② 

自宅（児童生徒） 学校 自宅（教員） 

④ 
① ③ 

教育委員会 

校務系 
システム 

学習系 
システム 

名簿・出欠・成績・保健 
などの情報の管理 

出退勤管理 

グループウェア 

ワープロ  表計算  プレゼンテーション 

協働学習支援ツール  遠隔システム 

デジタルドリル    グループウェア 外部の専門家 

院内学校 

校外学習先 

学校 
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⑵ 「１人１台端末・高速通信環境」がもたらす学びの変容イメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 各教科の活用例 
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５ 今後の課題 
 

 ⑴ ＩＣＴ環境の維持管理 
○ 今後、高速大容量の通信ネットワークと１人１台端末の活用を前提とした授業展開が想定されるた

め、ネットワーク障害や端末故障時の迅速な対応サポート体制の構築が必要となっている。 

○ 端末及び校内ＬＡＮ通信機器ともに、耐用年数は５年程度とされているため、次期更新に向けた財

源確保（国の支援）や更新費用等の平準化が必要となっている。 
 

【参考】今後の維持管理で想定される経費 

・教育ネットワーク通信費： 年額 2,250 万円（ｾｷｭﾘﾃｨ対策含む） 

        ・校内ＬＡＮ保守管理委託： 年額 530 万円 

        ・予備端末購入費： 単価 4.5万円×450 台＝2,025万円（設定費除く） 

        ・端末修繕料： 金額未定（故障時に随時対応） 

        ・ﾊﾞｯﾃﾘｰ更新費： 単価 1.0 万円×16,000台＝1,600 万円 

        ・端末更新費： 単価 4.5 万円×16,000台＝7憶 2,000万円（設定費除く） 

        ・通信機器更新費： 1億 8,600万円（設定費除く） 

        ・学習ソフト更新費： 2憶 5,000万円（5 年間ﾗｲｾﾝｽ） 
 

 ⑵ ＩＣＴ活用に向けた教員の支援 
○ ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、授業におけるＩＣＴ活用だけでなく、情報モラル教育や、校

務におけるＩＣＴ活用など、「教員のＩＣＴ活用指導力」が、今後、全ての教員に求められる基本的

な資質能力となっている。 

○ ＩＣＴ（教育）支援員の増員と巡回指導による授業支援や教員研修等により、ＩＣＴを活用した授

業等を教員がスムーズに行えるよう支援が必要となっている。 
 

【参考】ＩＣＴ（教育）支援員の具体的な業務（例） 

・機器・ソフトウェアの設定や操作、説明 

・機器等の簡単なメンテナンス 

・機器・ソフトウェアや教材等の紹介と活用の助言 

・情報モラルに関する教材や事例等の紹介と活用の助言 

・デジタル教材作成等の支援 

 

 ⑶ 臨時休業等の緊急時対応 
○ 災害や感染症の発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ＩＣＴの活用により全ての子

供たちの学びを保障できる環境を実現させることが必要となっている。 

○ 端末の持ち帰りによる家庭学習も想定されるが、盗難や紛失、情報セキュリティ上のリスク等への

対応や、通信環境のない家庭への対応や支援策を検討する必要がある。 
 

【参考】家庭における情報機器・通信環境等の調査結果（令和 2年 5 月時点） 

設問 回答 
小学校 中学校 合計 

回答数 ％ 回答数 ％ 回答数 ％ 

インターネット回線がある

か（有線 LAN、Wi-Fi等） 

有る 10,099 95.97 5,092 97.87 15,191 96.60 

ない 424 4.03 111 2.13 535 3.40 

子供が使用できる情報機

器があるか 

パソコン 5,219 49.60 2,628 50.51 7,847 49.90 

スマートフォン 4,975 47.28 3,228 62.04 8,203 52.16 

タブレット端末 5,128 48.73 2,293 44.07 7,421 47.19 

ない、ｹﾞｰﾑ機等 1,338 12.72 398 7.65 1,736 11.04 

ユーチューブ等の動画

（豊川市学習応援サイト）

が視聴できるか 

できる 9,400 89.33 4,713 90.58 14,113 89.74 

途切れる時有り 641 6.09 331 6.36 972 6.18 

できない 482 4.58 159 3.06 641 4.08 

学習プリント等を出力でき

るプリンターがあるか 

できる 6,614 62.85 3,428 65.89 10,042 63.86 

できない 3,909 37.15 1,775 34.11 5,684 36.14 

 


